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Ⅰ．バイオ先端技術の動向 
 
 
１．ﾊﾞｲｵはITと共に21世紀を支える産業       

・ 米国を凌駕する独創的な研究、権利化、活用が必要 
 
２．ﾎﾟｽﾄｹﾞﾉﾑは急速に技術が進歩 

・ ｹﾞﾉﾑ解析は米国が圧勝 
・ 大学などの特許出願比率：米国＞＞日本 

 
｢産学官が結集して、米国とどう協調し、競争していくのか｣ 
 

Ⅲ．当社の現況と課題 
 
１． 経営戦略と知財方針 
 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな展開とｺｽﾄﾀﾞｳﾝを軸として 
①独創的な発明の創出と世界市場での特許取得 
②ﾊﾞｲｵ分野では米国の特許制度に対応した取り組み 
③ｱｼﾞｱ諸国で商標中心の取り組みとﾉｳﾊｳの漏洩防止 

 
２． 事例と課題 
    
①芽の創出と出願 
・ 大学などとの共同研究による芽の創出 
・ 独力でｹﾞﾉﾑ基盤研究は無理、国のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへ参画 
・ 費用は嵩むがｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな出願 

 
②活用  
・ 権利行使には強い特許権が基本 
・ 他社・海外法人へのﾗｲｾﾝｽ 

 
③特許制度 
・ 日米特許法の違い 
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                                 味の素株式会社 
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Ⅱ．目標 

  
「「米米国国でで日日本本発発ののﾊﾊﾞ゙ｲｲｵｵ特特許許出出願願・・取取得得をを大大幅幅にに増増加加ささせせ、、
米米国国発発をを凌凌駕駕すするる」」  
 
  ・ 大学などは基盤研究の成果を優先的に米国出願・取得 
  ・ 企業は応用研究の成果をｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに出願・取得 
 
           ↓ 
 

2010年には世界一のﾊﾞｲｵ知財立国へ！ 

 

Ⅳ．実現のための施策 
 

１．企業はｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙに特許出願を進める。一方、大学なども先端研究の
米国特許取得を目指し、どんどん出願すべきである。 

 
①発明者に優しい日本の特許制度 
・ 仮出願、ｸﾞﾚｰｽﾋﾟﾘｵﾄﾞ延長など 

 
②大学などにおける出願（含権利取得・活用など）体制 
・ 特許のﾗｲﾌｻｲｸﾙに合わせた海外出願費用の予算措置 
・ 特許庁や企業による人材面での協力 

 
③企業、特にﾍﾞﾝﾁｬｰに対する海外出願費用の優遇税制 
 

２．企業は、ⅰ)大学などとの共同研究の企業化、ⅱ)国のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへ
の参画を推進する。 

 
①共同研究契約などのﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ化 
②日本版ﾊﾞｲ･ﾄﾞｰﾙ法の米国並の柔軟な運用 

 

３．世界特許条約（｢知的財産国家戦略ﾌｫｰﾗﾑ｣）に至るまで 
 
①権利の早期確定などのため特許庁審査官の大幅増 
②産学官連携による日本発先端技術審査基準の作成と国際標準化 
③ｱｼﾞｱ特許商標庁構想などの提案により、ｱｼﾞｱ諸国を牽引 

                                                      以上 

バイオ分野における知的財産の戦略的保護について 


